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携帯電話事業への出資に関するお知らせ 

 
当社が平成 18年 3月 17日付けでソフトバンク株式会社（本社：東京都港区、代表取締役社
長：孫 正義、以下「ソフトバンク」）との間で合意した携帯電話事業に関する業務提携の内容
に基づき、ソフトバンクの完全子会社である BBモバイル株式会社（本社：東京都港区、代表
者：孫 正義、以下「BB モバイル」）に対する出資の内容が決まりましたので、お知らせいた
します。 
 

記 
１．業務提携の概要および出資の目的 
ソフトバンクは、ボーダフォン株式会社（本社：東京都港区、代表者：ウィリアム・ティ

ー・モロー）の買収を通じ、固定、移動通信事業を有する総合通信事業者となります。ソフ

トバンクの完全子会社であるBBモバイルがボーダフォン発行済普通株式の約 97.7%（予定）
を取得するにあたり、当社は BBモバイルが発行する優先株の引受および新株予約権の取得
を行います。 
 当社は、ソフトバンクの携帯電話端末のポータルサイトとして全面的にサービスおよびコ

ンテンツを提供することで、PC とモバイルの利用者に対してシームレスな環境を構築し、
これまでにない革新的なモバイルサービスの実現を目指します。 

 
２．BBモバイル株式会社の概要 
（1）商号     BBモバイル株式会社 
（2）代表者    孫 正義 
（3）所在地    東京都港区東新橋一丁目 9番 1号 
（4）設立年月日  平成 13年 6月 21日 
（5）決算期    3月 31日 
（6）従業員数   155名（平成 17年 3月 31日現在） 
（7）総資産    1,963百万円（同上） 
（8）売上高    4百万円（同社第 5期実績平成 16年 10月 1日～平成 17年 3月 31日） 

BB モバイルは、ソフトバンク全額出資子会社であるモバイルテック株式会社（本社：
東京都港区、代表者：宮川 潤一）の全額出資子会社であります。 

 
３．優先株の引受および新株予約権取得の内容 
（1）優先株式の引受 
  引受株数：600,000株 
発行価額：1株につき 200,000円（引受総額 1,200億円） 



配当：平成 25年 3月 31日に終了する各事業年度までは無配とする。平成 25年 4月 1日
以降に開始する各事業年度は、発行価額（200,000円）に 0.12を乗じた額とする。 

償還：発行体の事前通知により常時償還可能とする。 
（2）新株予約権の取得 
発行価額：無償 
新株予約権の数：98個 
目的となる株式数：98,000株 
行使価格：95,098円 
行使期間：平成 25年 4月 1日から平成 28年 4月 27日まで 
行使条件：平成18年4月1日から平成25年3月31日までのBBモバイルの累積EBITDA

が 3.35兆円を超えること。 
 ※当社は、株式会社みずほコーポレート銀行をアレンジャーとするシンジケートを借入先と

して、借入金額 800億円の資金調達を行います。 
 
４．スケジュール 
  平成 18年 4月 27日 優先株の引受および新株予約権の取得 
 
５．ソフトバンク株式会社の概要 

（1）商号    ソフトバンク株式会社 
（2）代表者   代表取締役社長 孫 正義 
（3）所在地   東京都港区東新橋一丁目 9番 1号 
（4）設立年月日 昭和 56年 9月 3日 
（5）資本金   1,623億円（平成 17年 3月末日現在）  
（6）売上高     0円（平成 17年 3月期） 
（7）従業員数   89名（平成 17年 3月末日現在） 
（8）事業内容   ブロードバンド・インフラ事業、固定通信事業、 

イーコマース事業、インターネット・カルチャー事業、 
放送メディア事業、テクノロジー・サービス事業、 
メディア・マーケティング事業 

（9）当社との関係  資本関係：当社発行済株式総数の 41.1%を保有する親会社 
人的関係：兼務取締役 2名 
取引関係：当社Yahoo! BB事業に関する取引等 

 

６．今後の見通し 
  今回の業務提携により、サービスの更なる拡充と収益の拡大を見込んでおりますが、具体

的な計画は未確定であり、数値により算定するに至りません。なお、本件により平成 19年 3
月期第 1四半期において支出として発生するキャッシュ・フローは 1,200億円です。また、
本件による平成 18年 4月 20日発表の平成 19年 3月期第 1四半期業績見通しの変更はあり
ません。 

 
以 上 


